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精神科病床数及び入院患者数の変化 
Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ 

精神病床数（万人） ３５．８ ３５．６ ３５．４ ３４．９ ３４．４ 
入院患者数（万人） ３３．３ ３３．２ ３２．４ ３１．５ ３０．７ 
65歳以上割合 ３３％ ３８％ ４３％ ４８％ ５０％ 
在院期間１年以上 ６８％ ６７％ ６５％ ６５％ ６４％ 

精神病床における患者の動態の推移 
新
規
入
院
患
者
の

約
９
割 

資料：平成２４年精神・保健課調べ，患者調査 
2 



精神科病院からの退院者の状況 
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入院期間：１年未満 入院期間：１年～５年 入院期間：５年以上 

２８，１８７名 ２，５４４名 １，２７５名 

家庭復帰等が

約７０％ 

転院・院内転科

と死亡で 
約５５％ 
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資料：平成２４年精神・保健課調べ 3 



精神保健福祉法の改正（平成26年4月1日施行） 

医療保護入院者の退院促進措置について 
・退院後生活環境相談員の選任が義務化され，平
成26年4月1日からは医療保護入院者全員に選任
が必要。 
・地域援助事業者として，相談支援専門員がいる
事業所，介護支援専門員がいる事業所を規定。地
域援助事業者の紹介は努力義務。 
・平成26年４月1日以降に入院した在院期間１年未
満の医療保護入院者については，医療保護入院
者退院支援委員会の開催が義務化。 
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障害者等からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、関
係機関との連絡調整などを行う（※ 基本相談支援は市
町村が委託して行う障害者相談支援事業とは別）。 

地域移行支援 

地域定着支援 

サービス
利用支援 

継続サービス
利用支援 
（モニタリング） 

障害者支援施設等に入所している障害者または精神科病院
に入院している精神障害者について、住居の確保その他の
地域に移行するための活動に関する相談等を行う。 

地域で一人暮らしをしている障害者と常時の連絡体制を確
保し、緊急時の相談等を行う。 

障害者の心身の状況や置かれている環境を勘案し、利用す
るサービスの内容を定めたサービス等利用計画を作成する。 

サービス等利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごと
に検証し、計画の見直しや変更を行う。 

相談支援事業の種類 

一般相談支援事業： ①基本相談支援 ＋②地域相談支援 →指定は都道府県、指定都市 
特定相談支援事業： ①基本相談支援 ＋③計画相談支援 →指定は市町村 5 
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委託事業費＋指定一般or指定特定給付費 

障害者相談支援事業 市町村の責務として交付税及び地域生活支援事業補
助を財源として障害福祉サービスの利用有無に関わ
らず、 障害児者及びその家族の相談に応じる 
一般相談支援事業者・特定相談支援事業者に委託可 
 

個別給付による相談支援 個別給付化された報酬で相談支援を実施 

指定一般or指定特定の個別給付費のみ 

個別給付に乗らない様々な相談に乗る 
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継続障害児支援
利用援助 
（モニタリング） 

障害児の心身の状況や置かれている環境を勘案し、利用す
るサービスの内容を定めたサービス等利用計画を作成する。 

サービス等利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごと
に検証し、計画の見直しや変更を行う。 

一般相談支援事業： ４０事業所（県１１事業所，仙台市２９事業所）（平成２７年１月１日現在） 
特定相談支援事業： １１０事業所（県６３事業所，仙台市４７事業所）（平成２７年１月１日現在） 
障害児相談支援事業：９１事業所（県４７事業所，仙台市４４事業所）（平成２７年１月１日現在） 
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・事業の対象者 
 への周知 
・意向の聴取等 
・対象者選定 

相談支援
事業者へ
つなげる 

                    ○居宅で単身等で生活する者と
の 
          常時の連絡体制 
 
        ○緊急訪問、緊急対応 

市町村・保健所・精神保健福祉センター・福祉事務所・障害福祉サービス事業所・障害者就業・生活支援セン
ター  等 

協議会によるネットワーク化 

 

   【終期】 

  ○住居の確保等 

     

    ○同行支援 

     

    ○関係機関調整 

     

        
 
 
 

     

      【中期】 

    ○訪問相談 

    ○同行支援 

    ○日中活動の 
       体験利用 

     ○外泊・体験宿泊 

     
 
 
       

    

   【初期】 

     ○計画作成 
 
     ○訪問相談、 
         情報提供 
 
 
 

  

相談支援事業者と連携による
地域移行に向けた支援の実施 【精神科病院・入所施設】 

外泊・宿泊体験 
【自宅・アパート・グループホーム等】 

      日中活動の体験利用 
                 【障害福祉サービス事業所】          

   通院、デイケア、訪問看護 

連携 

地域移行支援 地域定着支援 

退院・退所 

※ 精神障害者の退院促進支援事業の手引き（平成１９年３月日本精神保健福祉士協会）を参考
に作成 

連携 

日中活動、居宅サービス利用 

住まいの場の支援   

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要 

 地域移行支援・・・障害者支援施設、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移行するため 

          の支援を行う。 
 地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行う。 

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ） 

 
（地域移行支援） 
 ・地域移行支援サービス費 2,313単位/月 

  
 ・退院・退所月加算    2,700単位/月 

  （退院・退所月に加算） 

  

 ・集中支援加算       500単位/月 
   （月6日以上面接・同行による支援 
   を行った場合に加算） 

           
 ・障害福祉サービス事業の  300単位/日 

  体験利用加算 

  
 ・体験宿泊加算（Ⅰ）    300単位/日 

  
 ・体験宿泊加算（Ⅱ）    700単位/日 

  
 ・特別地域加算        ＋15/100 

 
（地域定着支援） 
 ・地域定着支援サービス費 
   〔体制確保分〕     301単位/月 
   〔緊急時支援分〕    703単位/日 
  
 ・特別地域加算        ＋15/100 

 
 
 
 

報 酬 単 価 

地域移行支援 地域定着支援 

事業所数 ２６９事業所 ３２７事業所 

利用者数 ５２５人 １，６３５人 

国保連平成25年12月実績 
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宮城県障害者自立支援協議会精神障害部会について 

協議会（総合支援法第８９条の３で規定） 
 関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支援
体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図ると 
ともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。  
 
宮城県障害者自立支援協議会（年２回開催） 
 相談支援事業所部会（年４回開催。２６年度は人材育成WGを計7回開催。） 
 精神障害部会（震災後休止。平成２６年に再開。） 
 こども部会（平成２７年からの開催に向けて県庁内検討会を実施。） 
＜設置目的＞精神障害部会は以下に掲げる事項について協議する。 
・これまでの精神保健福祉活動を踏まえた精神障害者支援に関わる医療・保健分
野と福祉分野のそれぞれの役割と連携のあり方に関すること。 
・障害者福祉サービス事業所における精神障害の障害特性に応じた支援の実現
に向けた取組に関すること。 
・精神障害者の地域生活支援に必要な社会資源の実態把握と評価に関すること。 
・その他上記に関連すること。 
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調査概要 

＜目的＞ 
・精神障害者の地域移行（退院支援）・地域定着の実態と課題を把握すること 
・必要な支援の検討を行うこと 
 
＜対象（平成26年10月1日時点）＞ 
精神病床を有する病院（36病院（恵愛，自衛隊除く）：回答30病院 回収率83.3％） 
指定一般相談支援事業所（35事業所：回答25事業所 回収率71.4%） 
指定特定相談支援事業所（61事業所：回答41事業所 回収率67.2%） 
※事前に宮城県精神科病院協会月例会，宮城県精神科病院長会議で調査概要を説明。 
 
＜主な調査内容＞ 
 職員の職種やスキルアップの機会，退院可能性のある患者数，支援の
現状（きっかけ，時期，数，内容），支援に繋がらない理由，支援課題，研
修の希望，病院から見た各関係機関の役割など30～37項目について調査
を実施した。 
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精神科病院調査結果 
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精神病床入院患者の地域移行について 

12 

※精神病床入院者数の合計がずれるのは２病院計２０８名の記載がなかったためである。 
 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

精神病床入院者数 1604 2668 4272

うち認知症入院者数 333 543 876

うち認知症以外の入院者数 1063 2125 3188

退院可能者数 166 369 535

うち認知症入院者数 12 99 111

うち認知症以外の入院者数 154 270 424

一病院あたり，１４２．４名が入院し，認知症以外の入院者の割合は７４．６％である。 
濃密な治療を行えば１年以内に退院可能な１年以上の入院者は一病院あたり，１７．８
名いて，うち認知症以外の入院者の割合は７９．３％である。 

受入条件が整えば退院可能な精神障害のある方 

６２２名 （平成２０年） 
１年以上入院の方のうち濃密な支援を行えば今後１年以内に

退院可能と考えられる方 ５３５名→推計値６７７名 

精神科病院調査 



地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 8 14 22

２年未満２０歳未満 1 0 1
２年未満４０歳未満 5 7 12
２年未満６５歳未満 25 35 60
２年未満７５歳未満 6 16 22
２年未満７５歳以上 6 16 22
２年未満計 43 74 117
３年未満２０歳未満 3 0 3
３年未満４０歳未満 4 2 6
３年未満６５歳未満 8 26 34
３年未満７５歳未満 6 10 16
３年未満７５歳以上 2 5 7
３年未満計 23 43 66
４年未満２０歳未満 0 0 0
４年未満４０歳未満 2 3 5
４年未満６５歳未満 7 13 20
４年未満７５歳未満 4 8 12
４年未満７５歳以上 4 3 7
４年未満計 17 27 44
５年未満２０歳未満 0 0 0
５年未満４０歳未満 1 2 3
５年未満６５歳未満 3 12 15
５年未満７５歳未満 1 7 8
５年未満７５歳以上 1 1 2
５年未満計 6 22 28
１０年未満２０歳未満 0 0 0
１０年未満４０歳未満 2 2 4
１０年未満６５歳未満 10 28 38
１０年未満７５歳未満 7 13 20
１０年未満７５歳以上 3 7 10
１０年未満計 22 50 72
２０年未満２０歳未満 0 0 0
２０年未満４０歳未満 1 2 3
２０年未満６５歳未満 6 15 21
２０年未満７５歳未満 7 7 14
２０年未満７５歳以上 3 2 5
２０年未満計 17 26 43
２０年以上２０歳未満 0 0 0
２０年以上４０歳未満 0 0 0
２０年以上６５歳未満 7 9 16
２０年以上７５歳未満 14 12 26
２０年以上７５歳以上 5 7 12
２０年以上計 26 28 54
２０歳未満計 4 0 4
４０歳未満計 15 18 33
６５歳未満計 66 138 204
７５歳未満計 45 73 118
７５歳以上計 24 41 65
総計 154 270 424

６５歳以上が４３％（１８３名）がであり，入院期間が５年以上が４０％（１６９名）である。 13 



退院支援に関する職員 

その他職員 社会福祉士１，保健師２，心理職２ 
ケースワーカーその他 訪問 

看護師その他 生活指導，服薬，体調管理指導，訪問，精神科看護  

14 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

(1)退院後生活環境相談員とし

て配置されている方の職種と

人数

PSW 33 41 74

看護師・准看護師 21 11 32

その他 2 5 7

（2）貴院で退院支援に関する

スタッフの役割
ケースワーカー 連絡調整 12 17 29

外出同行 9 13 22

動機づけ 12 14 26

ケア会議 12 16 28

その他 0 1 1

看護師 連絡調整 3 6 9

外出同行 4 10 14

動機づけ 8 13 21

ケア会議 9 14 23

その他 0 4 4

退院環境生活環境相談員としては精神保健福祉士が７４名，看護師等が３２名である。一職員当たり３７．８名
を担当している。 

精神科病院調査 



現在相談支援事業所が支援している入院者数 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

②相談支援事業所が支援し

ている方
いる 7 12 19

 いるの場合の人数 38 33 71

入院前から 24 11 35

入院中から 14 22 36

いない 4 1 5

15 
６３％（１９病院）が相談支援事業所と現在関わりがあり，関わっている病院では一病
院あたり，平均３．７４人が支援を受けている。 

精神科病院調査 



貴院における退院に向けた取組 
（医療保護入院者退院支援会議へ地域援助事業者が参加しているか） 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

(5)医療保護入院者退院支援

会議について
１これまで開催なし 5 3 8

２参加していない 1 2 3

３参加していないが可能性あり 2 7 9

４参加している 4 5 9

16 

※合計が合わないのは１病院が未回答のためである。 

これまで参加したことない，開催なしを合わせると６６％（２０病院）だが，地域援助
事業者が参加している，参加していないが可能性があるのは６０％（１８病院）であ
る。 

精神科病院調査 



困難事例に関して 

 地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

①地域移行支援の利用 １ある 2 7 9

２ない 9 8 17

②個別の聴き取り調査 １可能 3 4 7

２不可能 6 10 16

17 

※①で数が合わないのは４病院が未記入のためである 

困難事例に関して地域移行支援を行ったのは９病院であり，個別の聞き取りについては７病
院が可能である。 

精神科病院調査 



相談支援事業所との連携がない場合 
（繋がらない要因について） 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

イ相談支援事業所と繋がらな

い要因
１相談支援事業所の必要性を感じない 0 0 0

２相談支援事業所が何をしてくれるか分からない 2 2 4

３利用するための手続きが分からない 2 3 5

４新しい関係者が入ってくることに抵抗 0 0 0

５患者が希望しない 0 0 0

６相談支援事業所が忙しすぎる 0 1 1

７地域に相談支援事業所がない 0 0 0

８その他 0 2 2

18 
繋がらない要因としては，利用するための手続きが分からない，相談支援事業所が何をし
てくれるか分からないなどが挙げられている。 

精神科病院調査 



貴院における退院に向けた取組 
（ピアサポーター受け入れの有無） 

 
地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

病院数 13 17 30

二ピアサポーターの受け入れ １行っている 1 0 1

２行っていない 10 17 27

１必要時可能 4 8 12

２受け入れは不可能 4 5 9

19 

※合計が合わないのは２病院が未回答のためである。 
 

行っていない場合 

ピアサポ－ターの受け入れは９０％の病院で受け入れていないが，必要時には受け
入れ可能な病院が９病院となっている。 

精神科病院調査 



指定一般相談支援事業所調査結果 

20 



職員体制 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

施設長 常勤職員数 17 6 23

非常勤職員数 1 1 2

相談支援専門員 常勤職員数 32 11 43

非常勤職員数 8 1 9

その他 常勤職員数 31 5 36

非常勤職員数 4 0 4

ピアスタッフ あり 7 0 7

なし 9 7 16

ありの人数 13 0 13

常勤相談支援専門員は一事業所あたり１．７２名（２．０８名（非常勤含））の配置である。 
ピアスタッフは７事業所において１３名の配置がある。 

21 

指定一般相談支援事業所調査 



地域移行支援について 
（現在支援している方の有無） 

 地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

いる 5 1 6

いない 13 6 19

　いるの人数 15 2 17

精神病床入院患者 12 2 14

障害者施設・矯正施設・救護施設入所者 3 0 3

地域移行支援を行っている事業所は県内で２４％（６事業所）で，行っているところで
は，平均２．８３名の支援を行っている。対象者は精神病床入院患者が多い。 

22 

指定一般相談支援事業所調査 



地域移行支援受給者証の交付の有無 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

受けている数 2 0 2

受けていない数 9 2 11

　受けているうち精神病床入院患者数 2 0 2

　受けているうち施設入所者数 0 0 0

２５事業所のうち， １０月１日現在で受給者証の交付を受けて地域移行支援を受けている方

は２名しかいない。つまり多くは個別給付ではなく，委託相談や基本相談の枠組での支援を
受けている。 23 

指定一般相談支援事業所調査 



地域移行支援に繋がらない要因 
地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

１精神科病院とのつながりがない 7 0 7

２計画相談支援に忙しい 6 4 10

３単価設定の安さ 1 1 2

４精神障害者支援のノウハウがない 5 0 5

５市町村による地域移行支援受給者の交付基

準の厳しさ
1 0 1

６利用者の同意が得られない 0 2 2

７ニーズがない 5 2 7

８職員配置の問題 7 4 11

９その他 5 0 5

繋がらない要因としては，職員配置の問題，計画相談支援で多忙，精神科病院とのつ
ながりのなさなどが多い。 

24 

指定一般相談支援事業所調査 



地域定着支援について 
（現在支援している方の有無） 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

いる 2 0 2

いない 15 7 22

　いるの人数 4 0 4

精神病床退院患者 3 0 3

障害者施設・矯正施設・救護施設退所者 0 0 0

地域定着支援を行っている事業所は県内で２か所（８％）で，行っているところでは，平
均２．００名の支援を行っている。対象は精神病床退院患者が多い。 

25 

指定一般相談支援事業所調査 



受給者証の交付の有無 

 地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

受けている数 1 0 1

受けていない数 3 0 3

　受けているうち精神病床退院患者数 1 0 1

　受けているうち施設退所者数 0 0 0

地域定着支援の受給者証の交付を受けているのは１名のみである。つまり多くは個別給
付ではなく，委託相談や基本相談の枠組での支援を受けている。 

26 

指定一般相談支援事業所調査 



地域定着支援に繋がらない要因 
地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 18 7 25

１ニーズがない 7 2 9

２計画相談支援に忙しい 6 3 9

３単価設定の安さ 2 1 3

４精神障害者支援のノウハウがない 5 0 5

５市町村による地域移行支援受給者の交付基

準の厳しさ
1 0 1

６利用者の同意が得られない 1 1 2

７二十四時間対応の負担が大きい 12 5 17

８緊急対応の負担の大きさ 8 4 12

９職員配置の問題 9 4 13

１０その他 1 1 2

その他： 相談がない，精神障害の方への相談支援の実績が少ないため。 

定着支援に繋がらない要因は２４時間対応の負担が大きい，職員配置の問題，緊急対
応の負担の大きさ，ニーズのなさ，計画相談支援の多忙さなどが挙げられている。 27 

指定一般相談支援事業所調査 



指定特定相談支援事業所調査結果 

28 



職員体制 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 10 31 41

施設長 常勤職員数 9 25 34

非常勤職員数 0 1 1

相談支援専門員 常勤職員数 22 63 85

非常勤職員数 0 2 2

その他 常勤職員数 1 12 13

非常勤職員数 0 1 1

ピアスタッフ あり 0 0 0

なし 10 26 36

ありの人数 0 0 0

常勤相談支援専門員は一事業所あたり平均２．０７名（２．１２名（非常勤含） ）の配置である。 
ピアスタッフについては指定特定相談支援事業所のみの事業所には一人も配置されていな
い。 29 

指定特定相談支援事業所調査 



地域移行支援について 
（現在支援している方の有無） 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 10 31 41

いる 0 6 6

いない 10 23 33

　いるの人数 0 20 20

精神病床入院患者 0 16 16

障害者施設・矯正施設・救護施設入所者 0 4 4

地域移行支援を行っている事業所は県内で１４．６％（６事業所）で，行っていると
ころでは平均３．３３名の支援を行っている。対象者は精神病床入院患者が多い。 
基本相談又は委託事業所としての支援が１４名，計画相談及び給付の対象となら
ない移行支援が６名である。 30 

指定特定相談支援事業所調査 



地域定着支援について 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 10 31 41

いる 5 8 13

いない 9 20 29

　いるの人数 5 23 28

精神病床退院患者 5 14 19

障害者施設・矯正施設・救護施設退所者 0 4 4

地域定着支援を行っている事業所は県内で３１．７％（１３事業所）で行っていると
ころでは平均２．３１名の支援を行っている。基本相談又は委託事業所としての
支援が１２名，計画相談及び給付の対象とならない定着支援が１６名である。 

31 

指定特定相談支援事業所調査 



一般相談支援事業の指定の可能性 

 
地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 10 31 41

ある 0 3 3

検討中 2 4 6

ない 6 20 26

一般相談支援事業所指定の可能性があるのは３か所，検討中は６か所，ないが２６
か所である。 

32 

指定特定相談支援事業所調査 



指定を受けない理由 

地域 仙台市 宮城県（仙台市以外） 宮城県

事業所数 10 31 41

１精神障害者の支援のノウハウのなさ 2 7 9

２二十四時間対応の負担の大きさ 5 19 24

３緊急対応の負担の大きさ 4 14 18

４職員の配置の問題 5 19 24

５単価設定の安さ 4 8 12

６計画相談支援に集中して取り組みたい 2 8 10

７地域移行支援を希望しない 0 2 2

８その他 0 3 3

２４時間対応，職員配置，緊急対応の負担の大きさなどが挙がっている。 

33 

指定特定相談支援事業所調査 



課題について 

精神科病院 
• タイムリーな支援 
• 断らないこと 
• グループホーム等受け皿

の確保 

相談支援事業所 

• 患者が不安定になった時
の受け入れ体制 

• 入院中からの基本的生活
習慣を高める働きかけ 

希望する研修 
• 具体的な取組事例 
• 職種を超えた研修実施 

苦労していること 
• 受け皿の確保 
• 本人のモチベーションの維持 
• 家族の理解 

 
34 



考察 

• 精神科病院に関わりのある相談支援事業所
は多いが，地域移行・地域定着の個別給付
は少ない。 

• 関係機関の具体的な役割（相手に求めること
よりも自分達ができること）を明確化していくこ
とが必要である。 

• 指定一般相談支援事業所の課題と指定特定
相談支援事業所の不安は共通している。 
 

35 



来年度の精神障害部会の展開について 

• アンケート結果を圏域ごとに要約して説明しなが
ら，各圏域ごとの研修会（精神科病院職員，相
談支援専門員，介護支援専門員職員，市町村
職員，保健福祉事務所職員などを対象として）を
実施する。 

• 地域移行支援，地域定着支援の対応事例につ
いて聞き取り調査を行い，事例集などを作成す
る。 

• （私案）２４時間対応への負担感については複数
事業所による輪番制もしくは初動対応受付セン
ター化などが検討できないかと考えているところ
である。 

36 



          ご清聴ありがとうございました  
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